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その場合, ｢子ども｣ として想定されているのは, ｢親
に対する子ども｣ または ｢大人に対する子ども｣ であろ




法の世界では, ｢子ども｣ とは, 形式的に, 一定年齢に
達しない者とされることが多い. その年齢も呼称も法分
野により異なる. たとえば ｢子ども (児童) の権利条約｣
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要旨
After 3.11 we are pressed to become conscious of our responsibilities toward future generations. How have the Euro-
pean consitutions faced to this responsibilities. And how the Constitution of Japan?
時事評論
における ｢子ども (児童)｣ とは 18 歳未満の者, ｢民法｣
における ｢未成年者｣ とは 20 歳未満の者, ｢児童福祉法｣
における ｢児童｣ とは 18 歳未満の者, ｢少年法｣ におけ
る ｢少年｣ とは 20 歳未満の者, ｢子ども・子育て支援法｣
における ｢子ども｣ とは 18 歳に達する日以後の最初の
3 月 31 日までの間にある者, などである.
しかし筆者は, それとは違う角度から, ｢子どもの人
権｣ という与えられた主題へのアプローチを試みようと
思う. ｢子ども｣ を私たち現在の世代に対する ｢未来の




























｢子どもと人権｣ のテーマで ｢『未来への責任』 と憲法｣
を取り上げる問題意識について付言したい.
2011 年 4 月, 映画 『100,000 年後の安全』 が日本公開






オンカロ (Onkalo) とは, フィンランド語で洞窟と
か隠し場所という意味だという. 放射性物質が生物にとっ










間ということになる. 映画の原題が "INTO ETER-














そのことは, 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震
災によって引き起こされた福島原発災害によって悲劇的
なかたちで私たちにつきつけられた. その年の 8 月 9 日
長崎原爆記念日に平和祈念式典において長崎市長が世界
に向けて発信した ｢長崎平和宣言｣ は, つぎのようによ
びかけた.
｢今年 3 月, 東日本大震災に続く東京電力福島第一原
子力発電所の事故に, 私たちは愕然としました. 爆発に
よりむきだしになった原子炉. 周辺の町に住民の姿はあ



































福島原発災害の後では, 8 月という月は, 広島, 長崎
の原爆忌, 終戦記念日と相まって, ｢戦争と原発に向き
合う月｣ になったとして, 中日新聞 (および東京新聞)
は, 翌 2012 年 8 月 15 日終戦記念日から 3 日間連続して,
｢戦争と原発に向き合う｣ と題した社説シリーズを掲載
した. 8 月 15 日の社説は, まさに ｢未来世代へ責任が
ある｣ というタイトルであった. その中で, このように
主張していた.
｢毎日大量に生み出される低レベル放射性廃棄物で

































































































ント委員会) によって 1987 年に発表された報告書 『我









































































確立している｣ と解説していた11. ここで ｢信託｣ とい
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クストー氏らが, 1979 年に起草し 1994 年には国連に提
出して採択を求める運動を続けた, ｢未来の世代の権利



























(Conseil pour les droits des gnrations futures)｣
という, フランスの当時のシラク大統領の諮問機関の委










元になって, 1997 年─世界人権宣言 50 周年の前年であ
る─, ユネスコ (国連教育科学文化機関) 総会で, ｢未
来の世代に対する現在の世代の責任に関する宣言 (Dec-
laration on the Responsibilities of the Present Gen-


























































































わしいことであろう. ちなみに, 宣言が採択された 11




言の 50 周年を目前に, 初めて ｢未来への責任｣ の一般
















































































































(2) ヨーロッパの憲法における ｢未来への責任｣ の受容
｢未来への責任｣ という思想は, 特にヨーロッパでは,
チェルノブイリの原発事故やサラディンらの議論なども
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まずドイツでは, 冷戦構造の崩壊による 1990 年の東
西統一に伴う統一ドイツの憲法問題の処理の一環として,
1994 年, 基本法の改正が行われ, 国家目標としての環
境保護条項が新設された. ｢国は・・・未来の世代に対
する責任のためにも, 自然的生活基盤を保護する｣ (20a







アポンメルン州憲法 (1993 年制定) は, 前文で, ｢ドイ
ツの歴史と未来の世代に対する責任｣ に言及したうえで,
国家目標の章では, ｢環境保護｣ に関する条項 (12 条)
で, ｢現在および未来の生活の自然的基盤｣ の保護を規
定し, 学校条項 (15 条) では, 学校教育の目標として,
｢未来の世代に対する責任｣ を規定している.
基本法をめぐってはさらに 2006 年に 105 名の超党派
のグループにより, 持続的開発と世代間公正の国家目標































を規定している. また 2000 年ノイエンブルク (＝ヌシャ
テル) 憲法は, 総則の国や自治体の任務に関する条項で
｢任務の履行および利害の衝突にさいしては, 未来の世















関 す る 連 邦 憲 法 法 律 (Bundesverfassungsgesetz





もつ法 (形式的意味の憲法) が, 1929 年の連邦憲法
(Bundes-Verfassungsgesetz ) というひとつの憲法典











の 2 分の 1 以上の出席により投票総数の 3 分の 2 以上の
多数で議決し, 憲法法律または憲法規定である旨を明文
で表示しなければならない.
近年制定された憲法法律としては, 2011 年の ｢子ど
もの権利に関する連邦憲法法律 (Bundesverfassungs-
gesetz ber die Rechte von Kindern)｣ などがある.




































1 条, 憲法規定, 情報保護の基本権｣ とある.
さて, ｢未来の世代の権利の保護に関する連邦憲法法
律｣ 制定の提言だが, 提言は, 1997 年に行われたもの
だが, いまだ制定に至っているわけではない. しかし



































たとえば, 読売新聞が 1994 年に発表した憲法改正試
案および 2004 年の第２次試案は, 国民の環境権・環境
保護義務および国の環境保全責務の新設を提言していた.
自民党が 2005 年に発表した新憲法草案および 2012 年の
日本国憲法改正草案も, 国の環境保全の責務を盛り込ん
でいる.















する権利をより積極的に規定する｣ と, まさに ｢未来へ
の責任｣ という言葉を使って憲法改正による環境条項の
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導入が主張されている.


















その根拠として 3 点をあげることができると, 筆者は
考える.
第一に, 日本国憲法前文は, ｢全世界の国民が, ひと
しく恐怖と欠乏から免れ, 平和のうちに生存する権利を





(それは ｢消極的平和｣ である) だけではなく, 国際お
よび国内の社会構造に起因する貧困, 飢餓, 抑圧, 疎外,
差別がない状態 (それは ｢積極的平和｣ である)｣32 でも
あるとの考え方だからである. ヨハン・ガルトゥングに
よって 50 年近く前に提唱されたこの ｢積極的平和｣ 概









方に注目したい. 憲法第 10 章 ｢最高法規｣ の冒頭に置













この 97 条の意義について, ｢後々の世代のために, 国
民は 『基本的人権』 を大事にして行かなければならない
という, 自覚を促す｣ にとどまり, ｢特別の意味が意識
されているわけではない｣ と説明する向きもある35.




























































しかし, 3・11 原発災害を経験した現在, 改めて受け
止め直す必要があるのではないかと, 筆者は考えている.
この問題提起を, 筆者としては次のように受け止めたい.
つまり, 憲法 25 条は, 南北問題というときの ｢北｣ の
世界の私たちが ｢南｣ の世界を犠牲にして ｢豊か｣ な生
活をおくる権利を認めているわけでもなければ, ｢現在
の世代｣ の私たちが ｢未来の世代｣ を犠牲にして ｢豊か｣
な生活を送る権利を認めているわけでもない. ｢南｣ の
世界や ｢未来の世代｣ のために慎んだうえでの, ｢最低
限度｣ の健康で文化的な生活を営むことを権利として認
めているのではないか, という問題提起としてである.
もちろん, ここでの ｢豊か｣ な生活が, カギカッコ付
きの ｢豊か｣ な生活であると同時に, 健康で文化的な
｢最低限度｣ の生活も, 貧困生活に甘んじよという意味
ではないことは, 言うまでもない. したがって, この
｢最低限度｣ という問題提起は, ｢福祉国家と基本法研究







どうかは, いわゆる ｢国際貢献 (協力)｣ をめぐる現在
の憲法論議の根幹にもかかわるはずである. 私たちが,
｢未来への責任｣ を心に刻み, 日本の ｢豊か｣ さを問い










１ 本稿は, 2017 年 6 月 17 日 (ウインクあいち), 地域人権
ネットの主催で行われた, 第 8 回人権塾講座での講演に加
筆し注を付したものである. 講演記録は 『地域と人権』
(全国地域人権運動総連合) 10 月号に収録されている.
２ 拙稿 ｢『子どもと法』 における ｢子ども｣ とは誰なのか｣
丹羽徹編 『子どもと法』 (法律文化社, 2016 年) 14 頁以下.
３ 拙稿 ｢『未来への責任』 と憲法｣ 杉原泰雄他編 『長谷川正
安先生追悼論集 戦後法学と憲法 歴史・現状・展望』
(日本評論社, 2012 年) 486 頁以下, 拙稿 ｢私たちに求め
られる 『未来への責任』 とは何なのか｣ 丹羽編同上書 155
頁以下.
４ 映画はデンマークなどで 2010 年に公開された作品である.
５ 2017 年 5 月, 茨城県の日本原子力研究開発機構の施設で,
放射性物質が容器から飛び散り作業員が被爆するという事




かる. 原発廃炉後の放射性廃棄物は, 10 万年にわたる管
理が必要とされる.｣
６ こう書いてあるという. ｢未来のみなさんへ ここは, 21
世紀に処分された, 放射性廃棄物の, 埋蔵場所です. 安全
な所に, 保管する必要があります. 決して, 入らないで下
さい. 放射性物質は, 危険です. 透明で, においもありま
せん. 絶対に, 触れないで下さい. 地上に戻って, 我々よ
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り良い世界を, 作ってほしい. 近づかなければ, 安全です.
幸運を.｣
７ 参照, 綿貫礼子編 『放射能汚染が未来世代に及ぼすもの』
(新評論, 2012 年)
８ たとえばある年の原水爆禁止世界大会で採択されたある文
書にも, こうある. ｢かならず核兵器をなくせます. それ
は, 現代に生きる私たちが未来の世代に対してになう責務
です.｣ またローマ法王ヨハネ・パウロ 2 世が来日した
1981 年の長崎平和宣言では, ｢過去を振り返ることは, 将
来に対する責任を担うことだ｣ という, 法王の平和アピー
ルの一節が引用されていた. 2017 年 7 月 7 日, 国連会議
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2001 年) 21 頁以下も, ｢現在の国民に対する基本的人権の
保障が 『将来の国民』 の基本権の保障を制限したり妨げた
りすることはあってはならない｣ とし, 97 条は ｢『次世代
に対する責任』 を 『憲法上義務』 とする｣ と理解する.
37 樋口陽一 ｢90年代日本と憲法原理②｣ 『月刊NHKセミナー』








務づけられる｣ と述べている. 同 ｢日本国憲法の平和主義
と国際協力─湾岸戦争との関連で｣ 小林直樹先生古稀祝賀
『憲法学の展望』 (有斐閣, 1991 年) 378 頁.
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